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図１　生活保護業務機能分離のイメージ（筆者作成）
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場や、生活保護に対するスティグマが軽減される
ことにもつながるだろう。
　分離論を採用することによって地域間での連携
が生活保護の相談援助において促進されることが
期待できる。支援において相談援助を地域の機関
と連携して行うことによって生活保護の利用者に
対する理解も促進され、幅広い支援が行われるだ
ろう。担い手としては社会福祉協議会や救護施設、
NPOなどが挙げられる。
　またケースワーカーの観点から考えても機能分
離することによって負担を軽減することにもつな
がり、バーンアウトを防ぐことにもつながる。さ
らには福祉事務所のケースワーカーには定期に転
勤がある。このことによってケースワーカーの技
量向上に水を差すことになる。分離論では転属と
関係なくケースワーカーが技能向上できる土台と
なるのではないか。
　分離論を行う上での課題の一例を挙げると相談
援助部分において完全に機能を委託することに
よって、もしも委託先が相談援助を担えなくなっ
てしまった場合に相談援助を担う機関がいなく
なってしまうことが考えられる。そうならないた
めにも委託においてはある程度は福祉事務所の関
与は残しておかなければならない。それが、公的
責任の果たし方ではないだろうか。
第４章　総括
　これまでの議論から結論として生活保護の運営
において機能分離を行うことが利用者にとって利
用しやすい形になるのではないかと述べたい。
　字数が限られているため機能分離を行っていく
上での課題を述べることによって総括とする。ま
ず、１つめの課題として福祉事務所と民間事業所
の間の連携を進ませることにある。これを実現す
るためには専門職同士のケースカンファレンスを
行うことが重要になってくるだろう。また資源に
は地域差があることも考慮に入れ、資源を作ると
いうことも重要な視点であるということを指摘し
ておく。
　２つ目は公的責任のあり方である。福祉事務所
が最低生活保障も、相談援助もすべて行われなけ
ればならないのか。一部は連携して行い、有事の
時のために福祉事務所が介入できる形を取ること
も考えても良いのではないだろうか。
　そして３つ目はスティグマの議論である。清水
氏が「スティグマの根絶ではなく、スティグマの
課題を自覚し、ソーシャルワークの過程がスティ
グマの増幅をもたらさないよう理性的に制御する
ことであると考えるべきである［清水, 2008, ペー
ジ: 212］」と述べている。金銭給付の決定機関が
最終的には福祉事務所であり、分離論をとっても
相談援助をもとに金銭給付をするか決定すること
になるのでやはりスティグマは一定程度ついてし
まうことは避けられない。しかしスティグマの軽
減はしていかなければならない課題であり、それ
は相談援助部分で金銭給付と分かれており、ケー
スワーカーの権力性が薄まると期待できる分離論
ゆえに行えることではないだろうか。
むすびに
　本論文の課題としては２つある。まず１つ目は
スティグマの軽減が分離論で行うことができると
いう量的なデータや質的データを取ることができ
なかったことで推論の域を超えられなかったとい
う点である。そして２つ目は関係間の連携となる
と資源の有無によって決まってしまう。したがっ
て資源のないところではどうするかという議論が
できなかったということである。以上の点は今後
の研究の中で明らかにしていきたい。
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